
国立大学法人島根大学の中期目標期間に係る業務の実績に関する評価結果

１ 全体評価

島根大学は、人類共有の財産である知的文化を継承し、さらに創造的に発展させると

ともに、大学が有する知的資産と知的創造力を活用した人材育成、学術研究活動を行い、

これらを通じて地域社会・国際社会の発展と人類の福祉に貢献することを使命としてい

る。このような使命の下、「島根大学憲章」を制定し、競争的環境の中で豊かな個性を持

った大学を目指し、地域に根ざした、地域社会から世界に発信する個性輝く大学として、

学長のリーダーシップにより、中期目標の達成に向け、多岐にわたり実践的に取り組ん

でいる。

中期目標期間の業務実績の状況は、すべての項目で中期目標の達成状況が良好又はお

おむね良好である。業務実績のうち、主な特記事項は以下のとおりである。

教育については、全学的な環境教育の推進、授業公開や全学ファカルティ・ディベロ

ップメント（FD）研修会等の実施、外国語教育の習熟度別クラス編成、学生参加の国土

交通省委託事業やボランティアネットワークの活動、大学独自の奨学金や授業料免除制

度による学生支援、私費外国人留学生海外在住受験制度等の多様な選抜方法の導入等の

取組を行っている。

研究については、役員直轄のプロジェクト研究推進機構による重点的に取り組む領域

の研究推進、医工融合大学院教育プログラムの開設、国際交流事業基金による「帰国留

学生フォローアップ事業」等の取組を行っている。

社会連携・国際交流等については、産学連携センターによる地元企業との共同研究に

よる製品化の実現、中国での国際共同研究所設立による共同研究の推進等の取組を行っ

ている。

業務運営については、事務機構改革３か年計画を策定し、機動的・横断的な業務に対

応できるようグループ制の導入等に取り組んでいる。また、平成 19 年度までに 77 項目

の業務改善を実現しており、さらに業務改善の推進に資する目的で、特に優れた業務改

善の取組を選考し、学長表彰を行っている。

財務内容については、財政基盤を強化するため、平成 18 年度に島根大学支援基金を創

設し募金活動に取り組んでいる。また、科学研究費補助金の申請増加に取り組み、申請

件数及び申請率が増加してきている。

自己点検・評価及び情報提供等については、大学憲章の精神を表すキャッチフレーズ

と学章を組み込んだロゴマーク等を用いた広報活動が第 32 回島根広告賞「CI(Corporate
Identity)部門」で金賞を受賞するなど広報活動の成果が現れている。

省エネルギー対策や環境に配慮した取組については、環境マネジメントシステム

(ISO14001)の医学部附属病院を含めた全学での取得や、「島根大学環境報告書 2007」が

第 11 回環境コミュニケーション大賞環境報告書部門優秀賞を受賞するなど積極的に推進

している。



２ 項目別評価

Ⅰ．教育研究等の質の向上の状況

（Ⅰ）教育に関する目標

１．評価結果及び判断理由

【評価結果】中期目標の達成状況がおおむね良好である

【判断理由】「教育に関する目標」に係る中期目標（４項目）のうち、１項目が「良

好」、３項目が「おおむね良好」であり、これらの結果を総合的に判断

した。

２．各中期目標の達成状況

（1）教育の成果に関する目標

［評価結果］中期目標の達成状況がおおむね良好である

［判断理由］「教育の成果に関する目標」の下に定められている具体的な目標（３

項目）のすべてが「おおむね良好」であり、これらの結果に加え、

学部・研究科等の現況分析における関連項目「学業の成果」「進路・

就職の状況」の結果も勘案して、総合的に判断した。

（2）教育内容等に関する目標

［評価結果］中期目標の達成状況がおおむね良好である

［判断理由］「教育内容等に関する目標」の下に定められている具体的な目標（５

項目）のうち、２項目が「良好」、３項目が「おおむね良好」であり、

これらの結果に加え、学部・研究科等の現況分析における関連項目

「教育内容」「教育方法」の結果も勘案して、総合的に判断した。

（3）教育の実施体制等に関する目標

［評価結果］中期目標の達成状況が良好である

［判断理由］「教育の実施体制等に関する目標」の下に定められている具体的な目

標（６項目）のうち、１項目が「非常に優れている」、３項目が「良

好」、２項目が「おおむね良好」であり、これらの結果に加え、学部

・研究科等の現況分析における関連項目「教育の実施体制」の結果

も勘案して、総合的に判断した。



（4）学生への支援に関する目標

［評価結果］中期目標の達成状況がおおむね良好である

[判断理由] 「学生への支援に関する目標」の下に定められている具体的な目標

（５項目）のうち、１項目が「非常に優れている」、４項目が「おお

むね良好」であり、これらの結果を総合的に判断した。

３．優れた点、改善を要する点、特色ある点

（優れた点）

○ 中期計画「理工系分野の教育プログラムについては、日本技術者教育認定機構

（JABEE）の認定取得が可能となるような教育環境を整備する」について、総合理工

学部では４学科５プログラム、生物資源科学部では１学科が JABEE に認定されるとと

もに、関連授業資料の収集・保管体制を整備したことは、優れていると判断される。

○ 中期計画「『大学教育開発センター』は、普遍性・地域性・独創性等を考慮した重点

的な教育テーマ・教育方法の開発を行う」について、環境マネジメントシステム

（ISO14001）の認証取得に関連して、環境関連科目ガイドを作成するとともに、環境

関連科目の授業実施の成果の検証をとおして教育プログラムとして環境関連科目を整

備し、全学的に環境教育を推進していることは、優れていると判断される。

○ 中期計画「『大学教育開発センター』を中心に、ファカルティ・ディベロップメント

（FD）を含め、大学教育方法の企画、研究開発を進める」について、授業公開、全学 FD
研修会、シンポジウム、ワークショップ等の FD 活動を多角的に展開し、特別教育研

究経費、新たな社会的ニーズに対応した学生支援プログラム、社会人の学び直しニー

ズ対応教育推進プログラム等の採択にいたる成果を上げていることは、優れていると

判断される。

○ 中期計画「『外国語教育センター』（平成 16 年度新設）において、外国語教育の計画

・実施を行う」について、外国語教育センターは、統一した到達目標を掲げて、習熟

度別クラス編成や授業以外の学習支援等、学生のニーズ・実状に合った様々な教育を

実施しており、特に教育実践の評価及び改善のために PDCA（Plan-Do-Check-Action）
サイクルを確立していることは、優れていると判断される。

○ 中期計画「課外活動及びボランティア活動を教育活動の一環として位置づけ、地域

社会や海外との交流を促進する」について、学生参加の国土交通省委託事業やボラン

ティアネットワークの活動等が活発に行われ、その成果に基づいて社会貢献支援財団

による表彰や新たな社会的ニーズに対応した学生支援プログラムが採択されたことは、

特に学生の自主的活動の評価による教育効果の向上につながっている点で、優れてい

ると判断される。

○ 中期計画「優秀で意欲的な学生や経済的に困難な学生を支援していく」について、

大学独自の奨学金や授業料免除制度を創設するとともに、地元金融機関と連携して、

大学独自の利子補給型奨学金制度を導入し、学業成績優秀者、課外活動優秀者に対す

る授業料免除制度を創設するなど、多面的な学生経済支援制度が機能していることは、



優れていると判断される。

（改善を要する点）

○ 中期計画「既卒者に対する就職支援を強化するため、就業状況や求人情報を取りま

とめた情報システムを整備する」について、就職相談のみで、情報提供のためのシス

テム整備は十分に進捗しているとはいえないことから、改善することが望まれる。

（特色ある点）

○ 中期計画「大学院入試に関しては、毎年入試の実施結果を評価し、必要に応じ入学

者選抜方法等の見直し・改善を行う」について、大学院入試に関して、総合理工学研

究科における私費外国人留学生海外在住受験制度、教育学研究科における現職教員１

年短期履修コース特別選抜制度等、多様な選抜方法を積極的に導入し、地域社会のニ

ーズにも応えていることは、特色ある取組であると判断される。

○ 中期計画「『評価室』において、教育活動に関する総合的な評価システムを作成する」

について、大学評価評議会において組織評価・個人評価・第三者評価等の基本方針を

制定し、評価室において教員個人評価の評価基準を制定し、１年の試行を経て本実施

までいたっている取組は積極的であり、特色ある取組であると判断される。

○ 中期計画「優秀な学生に対する表彰制度を導入する」について、学生表彰制度を定

め、成績優秀者や課外活動・社会活動優秀者を表彰していることに加え、学生の修学

及び学内・学外活動等における取組を評価し、教育効果の高揚及び就職支援に資する

ための「学内資格付与制度」を創設して運用していることは、特色ある取組であると

判断される。

（II）研究に関する目標

１．評価結果及び判断理由

【評価結果】中期目標の達成状況がおおむね良好である

【判断理由】「研究に関する目標」に係る中期目標（２項目）のうち、１項目が「良

好」１項目が「おおむね良好」であり、これらの結果を総合的に判断

した。

２．各中期目標の達成状況

（1）研究水準及び研究の成果等に関する目標

［評価結果］中期目標の達成状況が良好である

［判断理由］「研究水準及び研究の成果等に関する目標」の下に定められている具

体的な目標（３項目）のうち、１項目が「非常に優れている」、２項



目が「おおむね良好」であり、これらの結果に加え、学部・研究科

等の現況分析における関連項目「研究活動の状況」「研究成果の状況」

の結果も勘案して、総合的に判断した。

（2）研究実施体制等の整備に関する目標

［評価結果］中期目標の達成状況がおおむね良好である

［判断理由］「研究実施体制等の整備に関する目標」の下に定められている具体的

な目標（４項目）のうち、２項目が「良好」、２項目が「おおむね良

好」であり、これらの結果を総合的に判断した。

３．優れた点、改善を要する点、特色ある点

（優れた点）

○ 中期計画「大学として重点的に取り組む領域」について、プロジェクト研究推進機

構を立ち上げて研究を推進した結果、国内最大規模の産学マッチングイベントである

「イノベーションジャパン」で複数回部門賞受賞の成果を上げ、特別教育研究経費、

科学技術振興調整費の獲得につながったことは、優れていると判断される。

○ 中期計画「優れた成果や特色ある成果が期待できる学問領域（重点研究プロジェク

ト）を設定し、重点的な研究費配分を行う。この重点研究プロジェクトは３年ごとに

見直す」及び、「島根大学と島根医科大学との統合により新生される医学と工学・基礎

生物学をはじめ、他分野との複合・融合領域の教育研究体制の整備拡充を積極的に進

める」について、重点研究部門のプロジェクトに対して政策的経費配分を行い、プロ

ジェクト研究に充当する人件費の一部を学長裁量分とするなど、重点的な予算配分を

行ったこと及び、島根医科大学との統合の利点を活かし、プロジェクト研究推進機構

が中心となり、多くの異分野連携研究プロジェクトを組織して研究を推進したことは、

優れた研究成果を上げ、医工融合大学院教育プログラムの開設に結び付いた点で、優

れていると判断される。

（特色ある点）

○ 中期計画「学部・大学院及び学内共同教育研究施設がカバーする多様な学問分野を

活かし、本学の設置理念・目的、人的あるいは物的条件、地理的歴史的条件等を考慮

した特色ある分野の研究体制、分野横断的な重点研究プロジェクト並びに産学官連携

研究の推進強化を図る」について、役員会直轄組織の「プロジェクト研究推進機構」

の主導と人的財政的支援の下で、医工連携分野等の複合領域研究を積極的に推進して

高いレベルの重点研究成果を上げていることは、島根大学の研究目標に沿っており、

特色ある取組であると判断される。

○ 中期計画「教職員・学生の海外派遣を推進するための大学独自の経済的支援体制の

構築を図る」について、国際交流事業基金による「帰国留学生フォローアップ事業」

や政策的配分経費「社会・国際連携推進費」により支援を行い、大学独自の制度とし



て国際化推進に貢献していることは、特色ある取組であると判断される。

（III）その他の目標

（１）社会との連携、国際交流等に関する目標

１．評価結果及び判断理由

【評価結果】中期目標の達成状況がおおむね良好である

【判断理由】「社会との連携、国際交流等に関する目標」に係る中期目標（１項目）

が「おおむね良好」であることから判断した。

２．各中期目標の達成状況

（1）社会との連携、国際交流等に関する目標

［評価結果］中期目標の達成状況がおおむね良好である

［判断理由］「社会との連携、国際交流等に関する目標」の下に定められている具

体的な目標（８項目）のうち、２項目が「良好」、６項目が「おおむ

ね良好」であり、これらの結果を総合的に判断した。

３．優れた点、改善を要する点、特色ある点

（優れた点）

○ 中期計画「『産学連携・支援センター』において、リエゾン機能を強化し、研究成果

の産業界への移転を推進し、地域産業界の活性化に資する」について、地元企業との

共同研究が実用化に結び付き製品化が実現するなど、新事業創出による地域産業の活

性化に寄与していることは、優れていると判断される。

（改善を要する点）

○ 中期計画「平成 19 年度末までに、共同研究を前提としてポストドクトラルフェロー

（PDF）を地域企業等に派遣し、研究成果が確実に地域産業の振興に反映できる制度

を検討する」について、平成 19 年度は試行的派遣実施にとどまっており、制度化が十

分に進捗しているとはいえないことから、改善することが望ましい。

（特色ある点）

○ 中期計画「外国人客員研究員の招聘を推進するとともに、期限付きポストを設けて、

多様な分野での教育研究及び交流を推進する」について、政府開発援助資金により、

中国の協定校に国際共同研究所を設立し、日本から派遣している所長と研究員が現地



の外国人客員研究員と国際共同研究を意欲的に実施していることは、特色ある取組で

あると判断される。

（２）附属病院に関する目標

教育機能の向上を目指して、海外医学教育の視察や臨床指導代表者会議等、独自の取

組を行って、臨床研修環境の整備に努めている。また、メタボリック・シンドローム対

策として、学内の医工農連携による研究プロジェクトの着手、地域の行政や医療機関等

と連携してのデータ解析と予防プログラムの開発等を推進している。診療では、「都道府

県がん診療連携拠点病院」として「腫瘍センター」の設置、がん相談体制の強化等、専

門医療体制の充実が図られている。

平成 16 ～ 19 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 教育・研究面

・ 「社会的ニーズに対応した質の高い医療人養成推進プログラム」に採択され、遠

隔医療教育システムを導入して、関連病院との早朝セミナー、共同カンファレンス

等の遠隔医療教育を実施している。

・ 新生児代謝異常スクリーニング、自家骨から骨製ネジ作成による骨折治療、加齢

黄斑変性症に対する光線力学療法、悪性黒色腫における遺伝子診断等、難治性疾患

等の原因解明・治療技術の開発を推進している。

・ 臨床研究を推進する拠点・システムの充実、大学院との連携等を考慮し、研究開

発のさらなる取組が期待される。

○ 診療面

・ 臓器別診療科体制へ移行するとともに、診療科長を個々の専門医をもつ講師以上

に分担させる病院長任命制に移行している。臓器別診療体制については、総合診療

・全人的医療の実践等も考慮した取組が期待される。

・ 電子カルテ上で展開できる、脳卒中及び大腿骨骨折クリニカルパスを作成して、

関連医療機関との連携強化を図っている。また、インターネットを利用した 24 時間

患者紹介予約受付システムを構築している。

○ 運営面

・ 患者の満足度を向上させるための取組を推進させ、「プライバシーマーク」の認証

を取得している。また、環境マネジメントシステム（ISO14001）の拡大認証審査等、

積極的に病院機能評価を受けている。

・ 女性スタッフ支援室の設置、院内保育所の設置、看護職員確保対策連絡会の開催

等、医療従事者の働きやすい環境の整備・充実を図っている。

・ 院内物流中央管理システムを円滑に活用し、効率的な運営が期待される。

平成 16 ～ 19 年度の実績のうち、下記の事項に課題がある。



○ 診療面

・ 患者サービスの向上及び看護の質の向上を図るため、看護師等の確保に向けたさ

らなる取組が求められる。

（３）附属学校に関する目標

附属学校は、基礎学力と「自ら学び、自ら考える力」を育み、教員養成学部を支える

新たな教育観・教職観に満ちた附属学校の構築を目指している。

附属学校部及び附属学校部運営協議会を設置し、学部と附属学校間の連携を進める組

織整備を行い、附属学校部長は各附属校園長と協力して附属学校経営に取り組む体制を

整備している。また、附属学校主事を設置し、学部教員２名、附属学校教員２名が兼任

配置されている。

また、教育支援センター、ファカルティ・ディベロップメント(FD)戦略センター等の

教育学部附属教育研究施設と協働し、平成 17 年度より構築した学部学生の４年一貫教育

実習プログラムに基づき具体的な実習・体験を行っている。

なお、大学・学部と附属学校が連携した附属学校を活用する具体的な研究計画の立案

・実践の実績が十分ではないため、附属学校の使命・役割を踏まえた積極的な取組が求

められる。

平成 16 ～ 19 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 附属小学校・中学校において、学部教員と連携し、理科、社会、家庭科の各教科の

特色を活かしたエネルギー環境教育の実践研究に取り組み、成果を公表している。こ

れらの取組は、環境マネジメントシステム（ISO14001）の認証の取得にもつながり、

附属学校園のエネルギー消費の節減にも貢献している。

○ 附属幼稚園・小学校・中学校では、平成 20 年度から一貫教育の観点に基づく附属学

校園改革案として、幼稚園 20 人、小学校 30 人、中学校 35 人編成の少人数教育を実施

しており、発達に応じたきめ細やかな指導が可能となり、学力の一層の向上が期待さ

れる。

平成 16 ～ 19 年度の実績のうち、下記の事項に課題がある。

○ 附属学校の重要な役割の一つである大学・学部と附属学校が連携した附属学校を活

用する具体的な研究計画の立案・実践の実績が十分ではないため、大学・学部と附属

学校が組織的に協力する体制を確立するなど、附属学校の使命・役割を踏まえた積極

的な取組が求められる。



Ⅱ．業務運営・財務内容等の状況

（１）業務運営の改善及び効率化に関する目標

① 運営体制の改善

② 教育研究組織の見直し

③ 人事の適正化

④ 事務等の効率化・合理化

平成 16 ～ 19 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 戦略的な資源配分及び社会的ニーズの変化等に対応する政策的配分経費と教育研究

のインセンティブを高めるための評価（競争的）配分経費等について、平成 19 年度は

３億 7,100 万円（対平成 16 年度比 3,800 万円増）の配分を行うなど経営努力により毎

年度増額しており、大学教育改革支援プログラムの採択等につながるなどの効果が現

れている。

○ 学部・研究科の枠を超えたプロジェクト研究推進機構により、地域に密着した個性

的研究等を戦略的に推進するとともに、学外者を含む研究プロジェクト評価委員によ

る評価を行っている。

○ 男女共同参画推進委員会による基本理念、基本方針等に基づく取組や、アンケート

の実施、講演会の開催、平成 20 年度科学技術振興調整費（女性研究者支援モデル育成

事業）等に取り組んでおり、平成 19 年度における女性教員数は 87 名（対平成 15 年度

比 13 名増）、女性教員比率は 12.6 ％（対平成 15 年度比 1.9 ％増）となっており、法人

化以降、毎年度増加している。

〇 事務機構改革３か年計画を策定し、グループ制の導入や、法人業務の整理･合理化、

外部委託等に積極的に取り組んでいる。

○ 平成 19 年度までに改善項目を含め合計で 77 項目の業務改善を実現しており、さら

に業務改善の推進に資する目的で、特に優れた業務改善の取組を選考し、学長表彰を

行っている。

【評定】中期目標の達成状況が良好である

（理由）中期計画の記載 50 事項すべてが「中期計画を上回って実施している」又は「中

期計画を十分に実施している」と認められ、上記の状況等を総合的に勘案したこ

とによる。

（２）財務内容の改善に関する目標

① 外部研究資金その他の自己収入の増加

② 経費の抑制

③ 資産の運用管理の改善



平成 16 ～ 19 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 科学研究費補助金の申請増加のため、申請を義務付けるとともに、マニュアル作成、

教員へのインセンティブやペナルティ制度の導入、アドバイザー制度の導入等の取組

を行っており、平成 19 年度の申請件数は 730 件（対平成 15 年度比 189 件増）、申請率

は 88 ％(対平成 15 年度比 10 ％増)となっている。

○ 財政基盤を強化するため、平成 18 年度に島根大学支援基金を創設し、募金を開始し

ている。

○ 管理的経費の抑制への取組として、平成 18 年度から実験系無機廃液処理の外注委託

を処理施設内での中間処理から全面引取り処理に変更し、処理経費を約 305 万円節減

している。また、複数年契約の導入件数をさらに増加し、平成 19 年度は 928 万円の節

減を図っている。

〇 毎年度決算の財務諸表を「財務の安全性（健全性）、効率性、収益性、成長性（発展

性）、活動性」の５つの視点から分析し、指標の改善に向け取り組んでいる。

○ 中期計画における総人件費改革を踏まえた人件費削減目標の達成に向けて、着実に

人件費削減が行われている。今後とも中期目標・中期計画の達成に向け、教育研究の

質を確保しつつ、人件費削減の取組を行うことが期待される。

【評定】中期目標の達成状況が良好である

（理由）中期計画の記載８事項すべてが「中期計画を上回って実施している」又は「中

期計画を十分に実施している」と認められ、上記の状況等を総合的に勘案したこ

とによる。

（３）自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標

① 評価の充実

② 情報公開等の推進

平成 16 ～ 19 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 教員の諸活動に関するデータの蓄積等を全学一斉に開始し、教員の個人評価、第三

者評価等に対応している。

○ 毎月定例の記者会見の実施、学外にわかりやすく紹介した「特色ある島根大学の研

究紹介」の発刊やウェブサイトへの掲載に取り組んでいる。

○ 島根大学憲章の精神を表すキャッチフレーズと学章を組み込んだロゴマーク等を用

いた広報活動が第 32 回島根広告賞「CI(Corporate Identity)部門」で金賞を受賞し、広

報活動の成果が現れており、引き続き、島根大学広報・広聴活動プランに沿った取組

が期待される。

【評定】中期目標の達成状況が良好である



（理由）中期計画の記載６事項すべてが「中期計画を上回って実施している」又は「中

期計画を十分に実施している」と認められ、上記の状況等を総合的に勘案したこ

とによる。

（４）その他業務運営に関する重要目標

① 施設設備の整備・活用等

② 安全管理

平成 16 ～ 19 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ ESCO(Energy Service Company)事業を導入しているほか、医学部附属病院を含めた

全学での環境マネジメントシステム(ISO14001)の取得、島根大学環境報告書 2007 が

第 11 回環境コミュニケーション大賞環境報告書部門優秀賞を受賞（環境省、財団法人

地球・人間環境フォーラム主催）するなど、省エネルギー対策や環境に配慮した取組

を行っている。

○ 危機管理体制整備に関する基本的な考え方及び危機管理指針を定め、総合的な対応

としての危機管理マニュアル、個別の危機に対応するものとして災害対策マニュアル

を体系的に整備している。

○ 島根県が実施した原子力防災に係る情報伝達訓練、緊急避難訓練に関連機関として

参画している。

○ 研究費の不正使用防止のため、研究活動の不正行為の防止に関する規則の制定、公

的研究費等不正防止計画推進室の設置等を行っている。

【評定】中期目標の達成状況が良好である

（理由）中期計画の記載 18 事項すべてが「中期計画を上回って実施している」又は「中

期計画を十分に実施している」と認められ、上記の状況等を総合的に勘案したこ

とによる。
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